
ア　報告書名

イ　発行機関

ＵＲＬ：

ＵＲＬ：

所属名 TEL

１　調査名 平成28年度建築基準法第15条第３項に基づく建築物災害報告

　（　種類　） 業務統計調査

２　実施機関名
（国等の機関）

国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室建築統
計係

（担当部課及び担当） 都市計画局建築指導部建築企画課

３　目的

ア　調査目的
建築基準法第15条第３項に基づく建築動態統計調査規定に基づき大阪府を通じて国に報告し、国
における市街地建築行政を行う上での基礎資料として活用するため。

イ　調査種別 実態調査

４　調査対象
(１)調査対象の範囲

大阪市内における火災・震災・風水害その他の災害により、滅失または損壊した建築物

(２)地域的範囲 全市

５　調査方法

(１)選定方法 全数

(２)選定に用いた名簿等 ―

(３)客体数 ア　調査対象件数 ― イ　抽出率 ―

６　調査頻度
(１)新規・継続の別 継続（開始年次・年度：昭和25年度）

(２)調査の周期 1か月

(２)方法

７　調査期日又は期間
毎月

８　調査の実施期間
翌月15日

９　調査票
(１)配布・回収の方法 その他（調査票を要しない）

(２)記入者 ―

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sosei_jouhouka_tk4_000016.html

10　調査系統
国→府→市

11　主な調査事項

火災発生件数、全焼件数、半焼件数、建築物の損害見積額　等

12　公表
公表

(１)公表日

13　問合せ先
都市計画局建築指導部建築企画課（庶務・啓

発担当）
06-6208-9295

建築物滅失統計調査

国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室建築統計係

ウ
大阪市ホームペー
ジへの掲載

無

エ
大阪市以外のホー
ムページへの掲載

有



ア　結果書名

イ　発行機関

□有

■無

１　調査名 平成27年度建築基準法第15条第３項に基づく建築物災害報告

□基幹統計調査　□一般統計調査　□地方公共団体が行う統計調査　■業務統計　□その他

２　実施機関名 （国等の機関）国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室

（担当部課及び担当）都市計画局建築指導部建築企画課

３　目的 ア　調査目的 建築基準法第15条第３項に基づく建築動態統計調査規定に基づき大阪府を通じて国に報告し、国にお
ける市街地建築行政を行う上での基礎資料として活用するため。

イ　調査内容 □意識調査　　■実態調査

４　調査対象 (１)調査対象の範囲 大阪市内における火災・震災・風水害その他の災害により、滅失または損壊した建築物

(２)地域的範囲 ■全市　□市の一部区域　□その他（　　　　　　　　　　）

(３)客体数 ア　－ イ　抽出率　－

６　調査頻度
□新規　■継続（開始年次・年度：　　　　　　　　　　　）

(１)調査の周期 □１回限り　■月　□四半期　□半年　□１年　□2年

□3年　□5年　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

５　調査方法
(１)選定方法 ■全数　□無作為抽出　□有意抽出

(２)選定に使用する名簿等 －

７　調査期日又は期間
毎月

８　調査の実施期間
翌月15日

９　調査票
(１)配布・回収の方法 □郵送等　□調査員　□インターネット　■その他（　調査票を要しない　）

(２)記入の方法 □報告者　□調査員　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

10　調査系統 国→府→市

11　主な調査事項 火災発生件数、全焼件数、半焼件数、建築物の損害見積り額　等

12　公表
□公表　■非公表　□一部公表　□公表予定

(１)期日 －

(２)方法 －

－

ウ

ホームページ
への掲載

ＵＲＬ：




